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幼児教育・保育の無償化について 

 

１．概要 

子ども・子育て支援法の一部改正に伴い、総合的な少子化対策を推進する一環として、子育て

を行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、幼児教育・保育の無償化を実施する。 

 

２．実施時期 

令和元年１０月１日 

 

３．対象者・対象範囲 

 

０～２歳児クラス 

（住民税非課税世帯） 
３～５歳児クラス 

保育所、認定こども園（保育部分） 

小規模保育事業 
○（無償） ○（無償） 

認定こども園（教育部分） 

幼稚園（新制度移行済） 

教育 

 

○（無償） 

預かり保育 ○（上限 11,300 円） 

幼稚園（公立） 教育 ○（無償） 

私立幼稚園（私学助成） 

国立大学附属幼稚園（注） 

教育 ○（上限 25,700 円） 

預かり保育 ○（上限 11,300 円） 

認可外保育施設等 

（認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、

ファミリー・サポート・センター事業等） 

○ 

（上限 42,000 円） 

○ 

（上限 37,000 円） 

障害児通園施設 ○（従前から無償） ○（無償） 

企業主導型保育事業 ○（標準的な利用料） ○（標準的な利用料） 

（注）国立大学附属幼稚園の教育時間は月額上限８,７００円 

※表中の上限金額は、保護者の自己負担額ではなく、公費負担額を示す。 

※満３歳児（３歳になった日から最初の３月３１日までにある子ども）について、認定こども園、 

幼稚園の教育部分は無償化の対象（預かり保育は住民税非課税世帯が対象）。  

 

４．無償化に係る留意点 

・実費として徴収される費用（食材料費、通園送迎費、行事費等）は無償化の対象外。（ただし

保育所、認定こども園、幼稚園を利用している年収約３６０万円未満の世帯や第３子以降の

子どもの副食費は減免対象） 

 ・幼稚園等の預かり保育や認可外保育施設等を利用する場合、無償化の対象となるためには保

育の必要性の認定を受けることが必要。 

資料４ 
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